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Abstruct
Income disparity has recently grown wider in Sweden as is the case with most developed 
countries. Increases in the Gini-coefficient indicates shrinking especially since the latter half of 
2000’s of the middle-income group which has played a key role in shouldering the burden of the 
Swedish welfare state so far.  
This paper aims to clarify the changes in the Swedish middle-income group using income data 
and with consideration of factors including policy reforms which could affect the changes. This 
study shows the change from the middle-income group to the vulnerable low-income group and 
examines institutional reforms. 
Ⅰ　はじめに
近年、他の多くの先進諸国と同様、スウェーデンでも所得格差が拡大している（OECD 2008, 
2011）。スウェーデン統計局調査から、1975年以降のジニ係数の推移を要素所得ベースと等価可処
分所得（以下単に「可処分所得」）ベースでみると、両者はともにゆるやかに上昇している。2000
年代以降に限定すると要素所得ベースはほぼ一定だが、可処分所得ベースでは上昇傾向がみられ
る1。再分配政策によるジニ係数の低下度2は1998年までは50〜54％、99年〜2005年は44〜49％、
2006年〜2013年は41〜43％で、再分配政策の平等化の度合いが低下している。さらに、可処分所得
〈研究ノート〉
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1 　http://www.statistikdatabasen.scb.se/pxweb/sv/ssd/START＿ HE ＿ HE0103 ＿ HE0103A/DispInk8/?rxid=52f37c57-
2850-4cc8-a8f5-9e034e1ecf0b（2016.04.20アクセス）
2 　ここでは、（要素所得ベ スーのジニ係数−等価可処分所得ベ スーのジニ係数）／要素所得ベ スーのジニ係数として計算。
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の90パーセンタイル値と10パーセントタイル値の比は2.5（1991年）から3.3（2013年）に上昇して
いる3。可処分所得ベースでみた2000年代以降のジニ係数の上昇は、上位10％層のさらなる高所得
化と低所得層所得水準の低迷によるもので、高所得層に有利な政策が採用されたのではないかと推
測できる。
さて、このように所得格差が拡大するなか、2013年には中間所得層（以下単に「中間層」）の変
容を伺わせる記事がタブロイド紙に掲載された。これは、総選挙を 1 年後に控えてブルジョア連合
政権（当時）が公表した 5 度目の労働所得減税に反対する声明文で、社会学者などからなる「中
間層の反乱ネットワーク（Medelklassupproret）」が「税を下げるな、福祉が優先（Sänk inte vår 
skatt ― välfärden går före）」と訴えた。同記事は伝統的なメディアやソーシャル・メディアでも
取り上げられ話題となった。この「中間層の反乱」がまさしく中間層にどの程度浸透していたかに
ついては検証が必要だが（Andersson and Oscarsson 2014）、毎年実施されているSOM世論調査4
によれば、福祉サービスの民営化推進や減税に賛成する者の割合が低下している。小さい政府を志
向する政策がかつてほど支持を得ていないことが、上記反乱の背景にあると考えられる。
中間層は、経済的にも政治的にも高負担国家スウェーデンの支え手である。スウェーデン型福祉
国家の歴史を遡れば、国民年金の創設など戦後の福祉国家建設の過程でホワイトカラー化した中間
層を取り込んだ結果、福祉政策は普遍主義的なものとなり、その財源を確保するために高負担政策
が選択された。福祉政策の受益者であり負担者でもある中間層からの支持は、高負担国家の正統性
を支えるいわば生命線である。
そこで本稿は、高負担型福祉国家の正統性と中間層に関する研究の予備的考察として、スウェー
デン統計局の公表データを用いて所得の観点から中間層の変容を検討する。続くⅡで、本稿におけ
る中間層と低所得層をスウェーデン統計局の公表統計をもとに定義し、階層間の変化や階層内の変
化について述べる。そして、Ⅲで制度改正との関係を考察し、Ⅳで総括とする。
Ⅱ　所得格差と階層
１．本稿における中間層と低所得層
所得の観点から中間層を定義する場合、大別して、絶対水準、分位数および中位所得からの乖離
の 3 つの方法がある（篠崎 2015）。本稿では、中間層の割合の変化、中間層の属性、可処分所得
の変動等を把握する際スウェーデン統計局の公表データを用いることから、同統計の集計方法によ
る制約を受ける。そこで本稿では分位数による集計結果と中位所得からの乖離による集計結果の双
方を目的に合わせて使い分けることとなる。具体的には中位等価可処分所得の70％から130％の所
 
3 　http://www.statistikdatabasen.scb.se/pxweb/sv/ssd/START＿HE＿HE0103＿HE0103A/DispInkPrcGr6/?rxid=1ed01c1a-
6ec9-4ef9-9629-c7aa8083e352（2015.05.01アクセス）
4 　スウェーデン・ヨーテボリ大学のSOM研究所（社会・世論・メディア研究所）が1986年以降毎年実施している全国世論調査。
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得を得ている者または第 3 十分位から第 7 十分位に属する者を中間層とする5。また、本稿におけ
る低所得層とは第 1 十分位の階級または中位所得の50％未満6の層とする。
なお、中位所得からの乖離で中間層を定義する場合、下の境界値は概ね70％であるのに対し、上
の境界値は研究により異なる（篠崎2015：203）。すなわち、125％、150％のほか、Atkinson and 
Brandolini（2013）はLuxembourg income studyを用いた分析結果から167％または200％を提案し
ている。これらと比較すると本稿の中間層の範囲は狭くなっている。
２．所得分布の変化　
20歳以上の者について1991、2001および2013年の所得の分布状況を示したのが図１である。1991
年と2013年とを比較すると、中位所得の70〜130％未満で示される中間層の割合は1991年の58％7
から2013年に47.9％に低下している。他方、より低い階層である70％未満が14.2％（1991年）から
21.9％（2013年）に、高所得層である200％以上が4.1％（1991年）から7.5％（2013年）へとそれぞ
れ上昇している8。特に、相対的貧困に相当する50％未満に限定すると3.1％（1991年）から7.1％
（2013年）と倍以上の伸びを示す。以上から、中間層の後退は高所得層と低い所得層の割合の上昇
を伴い、なかでも後者の上昇幅が大きいことは近年の相対的貧困率の上昇と符合する。
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図１　 所得の分布状況（20歳以上）
出所：スウェーデン中央統計局家計調査（SCB, Hushållens ekonomi）9より作成
 
5 　公表データは、中位等価可処分所得の 0 〜50％未満、50〜60％未満、60〜70％未満、70〜100％未満、100〜130％未満、
130〜200％未満および200％以上の 7 つの区分で集計されている。1991年から2013年までの期間について、これら 7 区分と十
分位階級の等価可処分所得とを対比してみると、第 1 十分位と第 2 十分位の間に中位所得の50％と60％が、第 2 十分位と第 3
十分位の間に70％が、第 5 十分位と第 6 十分位の間に中位所得が、第 7 十分位と第 8 十分位の間に130％が、第 9 十分位と第
10十分位の間に200％が位置する。中位等価可処分所得の70 〜 130％未満が第 3 十分位から第 7 十分位におおむね当てはま
る。出所：スウェーデン統計局家計調査
6 　中位所得の50％未満は相対的貧困に相当する。
7 　なお、1995年には上昇して60％となっている。
8 　なお、130％以上200％未満の層では1991年から2013年までに1％ポイントの減少。
9 　http://www.statistikdatabasen.scb.se/pxweb/sv/ssd/START＿HE＿HE0103＿HE0103A/AndHush16/?rxid=9c4d363a-
261b-4aa1-b074-135d78dd960c#（2016.04.18アクセス）
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３．世帯類型でみた低・中間層の変化
図 2 は、2013年時点の十分位階級別可処分所得の内訳（割合）を示している。この図から、階級
が上がるほど社会保障給付の割合が低下し、賃金・事業所得の割合が上昇すること（第10十分位を
除く）が分かる。中間層（第 3 十分位から第 7 十分位）では階級により構成比が大きく異なり、例
えば社会保障給付割合は20.6％（第 7 十分位）から69.5％（第 3 十分位）までと幅がある。また、
特に第 1 十分位で社会保障給付割合が70％を超えていることは、同階級の所得水準が給付水準の削
減や給付要件の厳格化などの政策変更からの影響をうけやすいと考えられる。
また、スウェーデン統計局家計調査などから、若年者、母親のみのひとり親、外国出身者、無業
者の低所得者割合が高いことが明らかになっているが、長期的にみた場合、これらの属性の者の所
得分布に変化はみられるだろうか。就労状態別と世帯類型別に中間層と低所得層の動向をみたのが
図 3 と図 4 である11。
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図２　十分位階級別可処分所得の内訳（2013年）
図３　就労状態別にみた中間層と低所得層の割合の変化
出所：スウェーデン中央統計局家計調査（SCB, Hushållens ekonomi）10より作成
出所：スウェーデン中央統計局家計調査（SCB, Hushållens ekonomi）12より作成
 
10 　http://www.statistikdatabasen.scb.se/pxweb/sv/ssd/START__HE__HE0103__HE0103A/InkStrukt38/?rxid=8d8c1be7-
a8b2-4fc7-8532-bac40b0d8df7（2016.04.17アクセス）
11 　若年層や外国生まれ（特にヨーロッパ以外の国の出身でスウェーデン在住期間が短い者）の失業率は他のグループよりも
高いことが知られている。そこで、本稿では年齢階層別や出身地別の所得階層の変化は扱わず、就労状態別のみとした。
12 　http://www.statistikdatabasen.scb.se/pxweb/sv/ssd/START__HE__HE0103__HE0103A/AndDispInk19/?rxid=d6ffef81-
44f6-4ca9-9411-848af3ea1f77（2016.04.09アクセス）
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まず、図 3 によれば、就業者については中間層と低所得層の割合はデータ集計期間を通して概ね
一定だが、無業者と失業・病気療養中の者については2000年代後半以降、顕著な変化がある。すな
わち、中間層が60％台から30％台に低下し、低所得層が無業者では18.7％ポイント、失業・病気療
養中の者では12.7％ポイントそれぞれ上昇している。また、図 4 によれば、特にひとり親世帯の中
間層割合の低下と同世帯の低所得層割合の上昇が顕著である。以上から、無業、失業中・病気療養
中、ひとり親の属性を有する者について、中間層が後退し所得階層の下方移動が発生しているとみ
られる。
無業者や失業・病気療養中の者は就労による収入を期待できない。そのため、経済状態は制度改
正の直接的な影響を受ける。例えば、生活保護や失業手当の水準の引下げまたは支給要件の厳格化
は所得を減少させ、反対に給付が手厚くなれば経済状態が改善される14。そこで、所得階層の変化
の背景を説明するために、中間層割合の低下が著しい2006年から2008年に焦点を当て、この間の制
度改正を検討してみよう。
Ⅲ　2000年代後半における制度改正と中間層
１．制度改正
2006年に発足したブルジョア政権の社会保障改革の特徴は給付の厳格化である。まず、疾病手当
制度の改革については従業員の病気休職取得に使用者がより強くコミットし、安易な休職開始と手
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図４　世帯類型別にみた中間層と低所得層の割合の変化
出所：スウェーデン中央統計局家計調査（SCB, Hushållens ekonomi）13より作成
 
13 　http://www.statistikdatabasen.scb.se/pxweb/sv/ssd/START__HE__HE0103__HE0103A/AndHush16/?rxid=6c674896-
d12b-4cc9-9985-fd130d08c0b6（2016.04.20アクセス）
14 　もっとも、スウェーデンとは異なる社会保障給付プログラムを持つ国を基準にすれば、1990年代に無業者や病気療養中の
者が中間層であった点こそ関心事となるかも知れない。
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当受給を防止するため、使用者が従業員の休職初日に医師の診断書提出を求める制度改正がなされ
た。さらに2008年には、病気休職者の早期職場復帰を促す、時限付きリハビリチェーン（職場復帰
のための一連の支援サービス）と手当支給期間長期化の歯止め策（疾病手当の給付期間を基本12か
月とし、職場復帰困難な者については例外的措置として12か月を超えて手当支給）を導入した。な
お、病気休職数は1998年から2002年に 2 倍に増え29万 8 千件（生産年齢人口の約14％相当）に達し
たが、2009年には10万 9 千件に低下、その後は再び増加している。
また、障害年金（疾病補償金や活動補償金制度）は、受給資格判定の元となる就労能力減退認定
手続きが厳密になされるよう運用を強化し、資格要件や支給期間も厳格化した。
さらに、働くインセンティヴを高める施策の一つとして、労働所得に対する税額控除を2007年に
導入した。これが2013年の「中間層の反乱」を招くことになる。なお、同控除のメリットは就労者
全体に及ぶが、所得が多くかつ地方所得税率が高いほど控除額は大きくなる15ため、低い所得層へ
の効果は限定的である。加えて、固定資産税減税や富裕税廃止といった高所得層に相対的に有利な
税制改革が実施された。
また、失業保険制度も改正された。失業保険は労働組合が保険者となり国庫補助を得て運
営されているが、政府は失業保険料を引き上げ、さらに保険料水準に保険集団ごとの失業率を
反映させる仕組みを導入した。その結果、保険料が 3 年間で 4 倍余に上昇した保険集団も現
れ16、組合離れと保険集団間での保険料水準格差の拡大を促した。失業者には保険料上昇による負担
増はないが、病気療養中の者にとっては労働所得税額控除の恩恵が受けられないうえ、失業保険料の
負担が増すこととなった。
２．階級別にみた可処分所得の変化
では、中間層と低所得層の所得にどのような変化が生じたのだろうか。中間層の後退と低所得層
の拡大がみられる2006年から2008年について、十分位階級ごとの可処分所得の伸び率（対前年）
と、それに対する収入等項目の寄与度を算出した。結果を表 1 に示している。
まず、項目について若干の説明を加えよう。「障害年金」は病気、怪我あるいは機能低下のため
にフルタイム就労が困難な者に対し従前所得の65％程度を上限として給付するもので、現在では疾
病補償金（30〜64歳対象）や活動補償金（19〜29歳対象）と呼ばれている。
また、「疾病手当・親手当・職業訓練支援金等」には他に分類されない課税対象の金銭給付が含
まれる。このうち、疾病手当は病気休職中の所得保障で、最高で従前所得の約80％が給付される。
親手当とは育児休業期間中の金銭給付で、最初の360日間が従前所得の80％弱、残る90日間が定額
180クローナ／日となる。職業訓練支援金などその他の手当には、失業手当、職業訓練手当、その
 
15 　控除額は、所得、地方所得税率および年齢により決まる。ただし、2,200クローナを月額の上限とする。なお、税率は地
方自治体ごとに定められる単一の率である。
16 　ホテル・レストラン組合失業保険では保険料が月額97クローナ（2006年）から430クローナ（2009年）に引き上げられた
（Kjellberg 2013）。
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他の職業教育にかかる手当、親が自宅で 3 歳までの子どもの世話をする際の養育手当、介護者に対
する近親者手当などがある。
その他、「一般手当」とは非課税の諸手当である。児童手当17、養育手当18、就学手当、就学
ローンなどがある。「住宅手当」は一定水準以下の所得の子どものいる家庭や年金生活者に対する
住宅手当を指し、「生活保護」は収入が一定水準以下の場合に支給される生活扶助と、医薬品、歯
科受診料など個別の必要に対して支給されるものとがある。さらに、「その他の所得移転（−）」
は返済済みの養育手当19、就学ローン、年金保険料控除の総額である。なお、税には付加価値税は
含まれない。
病気療養中、失業中あるいは障害により就労できない場合は疾病手当、失業手当、障害年金を受
給し、なおかつ不足する場合には生活保護の支給を受ける。さらに、ひとり親の場合、児童手当の
ほか配偶者と離別した場合は養育手当を、そして所得水準によっては住宅手当や生活保護の給付を
受ける。
さて、表 1 の寄与度の結果をみてみよう。まず注目されるのは、2006年の第 7 と10十分位を除
き、 3 年間を通じたその他の全てで疾病手当等の項目の寄与度がマイナスになっている点である。
寄与度は2006年の第 1 、第 5 十分位、2007年の第 1 から第 4 、第 7 十分位で大きく、これは疾病手
当制度改革や失業保険制度改革の影響と思われる。 1 ．で述べたように、疾病手当制度改革後の
2009年には2002年以降病気休職件数が最も少なくなっており、この疾病手当受給者数の減少が寄与
度に表れていると考えられる。さらに、同改革後の厳格化により病気休職と認定されなかったが働
けない者が失職し労働市場から退出することで家計状態が悪化するケースや、病気休職者の所得階
級の下方移動がみられる（図 3 ）ことと合わせると、低い階層で疾病手当改革の影響が強くなりう
ると考えられる。
また、図 3 の中間層および低所得層の割合の変化も考慮すると、失業保険料の上昇を理由とした
組合脱退により失業中の所得保障を生活保護に頼るケースが考えられる。なお、2007年と2008年に
はホワイトカラーでもブルーカラーでも組合離れが見られたが、その後、ホワイトカラーでは組合
員数が増加したのに対してブルーカラーでは減少が続いた。この点についてKjellberg（2013）は
失業保険料水準の変化によると分析している。すなわち、より保険料が上昇したのがブルーカラー
層を中心とする組合であった。
そのほか、障害年金については、2006年の第 1 十分位、2007年の第 2 および第 3 十分位で可処分
所得の伸びの寄与度が大きくなっている。これと障害年金の制度改正や運用レベルの厳格化との関
連はさらに詳細な分析が必要だが、障害年金がプラスに寄与しているのは低い階層である。
 
17 　親の経済状況にかかわらず、16歳に達するまでの子ども 1 人あたり月額1050クローナを支給（2016年）するもの。対象年
齢の子どもが複数いる場合には手当の加算制度がある。
18 　離婚等により別居する親が、子の養育費として子が同居している親に支払うもの。
19 　離婚等により別居する親が子の養育費を負担できない場合、一時的に国が立て替える制度がある。これが立替え養育手当
（underhållsstöd）といい、立替え分は返済する義務を負う。
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さらに、2008年の第 1 十分位で年金のマイナスの寄与度が非常に大きくなっている。2006年から
2008年までの間に年金制度改正はなく、2008年にはリーマンショックの影響で年金基金の利回りが
−21.8％となったが、これによる年金支給額の減額措置は2008年には講じられていない。マイナス
の寄与度が非常に強くなっている要因の 1 つとして、例えば、年金額が低いグループが第 1 十分位
に区分されたケースが考えられる。スウェーデンの年金制度には所得比例年金の給付額が少ない場
合にそれを補う最低保証年金制度がある。同制度は 3 年以上のスウェーデン居住を要件とし40年間
居住で満額を支給するものである。居住期間が短い移民等が年金受給を開始する場合には最低保証
年金を含めた年金額は低下する。
2006年と2007年の賃金・事業所得が概ね中間層（第 3 〜第 7 十分位）にはプラスに寄与し、低所
得層（第 1 十分位）ではマイナスとなっている。2007年には、第10十分位層以外の階級で減税によ
る可処分所得のプラスへの寄与がみられ、低・中間層の間で減税効果に大きな違いはない。この
年、所得階層が上がるに従い可処分所得の伸びが増しているが、これには賃金・事業所得の伸び
（あるいは減少）によるところが大きいとみられる。翌2008年はリーマンショックの影響がみら
れ、高所得層（第10十分位）では資本所得の寄与度が−17.07となっている。可処分所得は前年比
で10％以上減少している。同年、低所得層の可処分所得が10％近く減少しているほか、中間層につ
いてはほぼ前年並みの水準となっている。
なお、 3 か年に共通している傾向として、低所得層と中間層では賃金・事業所得の寄与度の符合
が異なることが挙げられる。
Ⅳ　おわりに
本稿の目的は、中間層の変容を所得の観点から明らかにすることである。公表されている集計
データを用いたため検証上の制約があるが、利用可能なデータから、特に経済的に不安定な世帯で
中間層の縮小と低所得層の拡大がみられること、この変化には税制や社会保障制度の改正が影響し
ていると推測されることが分かった。
このような中間層の縮小と低所得層の拡大が、自分も経済的に困窮する状態に陥るかも知れない
という不安を市民に与えはしないだろうか。この不安が「中間層の反乱」を招き、そして反乱が共
感をもって受け止められて広がりをみせるなら、それは高負担型福祉国家の正統性に対する脅威と
なる。今後は、より詳細なデータを用いて、中間層の変容と高負担型福祉国家の正統性の関係につ
いて考察を深めたい。
（あきとも　あやえ・本学経済学部准教授）
−39−
所得の観点からみたスウェーデン中間層の変容（秋朝）
表１　可処分所得の伸び率と各項目の寄与度（十分位階級別、2006～2008年）
出所：スウェーデン中央統計局家計調査（SCB, Hushållens ekonomi）20をもとに算出
2006年 第 1 第 2 第 3 第 4 第 5 第 6 第 7 第 8 第 9 第10
賃金・事業所得 -2.44 -2.10 4.11 2.31 4.85 6.52 4.81 4.64 2.17 -2.81
資本所得 2.71 -0.09 -0.15 0.88 1.15 0.43 1.70 1.72 3.65 14.70
年金 2.57 5.24 1.22 1.50 2.06 -2.28 -2.19 -0.17 3.20 1.62
障害年金 2.17 0.96 -0.15 0.61 -0.79 -0.05 -0.29 -0.04 -0.22 0.06
疾病手当・親手当・
職業訓練支援金等 -2.30 -1.48 -0.38 -1.36 -2.73 -0.38 0.83 -0.21 -0.81 0.10
一般手当 -0.81 -0.17 0.61 0.07 0.06 0.22 0.15 0.00 0.00 0.06
住宅手当 0.95 1.40 -1.22 -0.41 -0.12 0.00 0.00 0.04 0.00 0.00
生活保護 0.95 -1.40 -0.08 -0.27 -0.30 -0.05 -0.15 -0.04 0.07 0.00
税 0.41 -0.09 -0.76 -0.20 -0.67 -0.43 -0.49 -1.16 -2.10 -3.30
その他の所得移転（−） 0.54 0.35 -0.46 0.00 -0.12 -0.11 -0.10 0.04 -0.15 0.00
可処分所得の伸び（％） 4.88 2.53 2.59 3.13 3.46 3.86 4.37 4.89 5.82 10.46
2007年 第 1 第 2 第 3 第 4 第 5 第 6 第 7 第 8 第 9 第10
賃金・事業所得 -2.84 -5.54 -2.45 9.83 7.03 7.22 9.26 6.75 7.76 1.65
資本所得 0.00 0.68 1.26 0.86 0.94 0.84 0.98 1.72 2.65 15.59
年金 2.71 4.00 2.97 -2.64 -3.34 -0.31 -1.07 -0.04 0.28 -0.13
障害年金 0.90 2.21 3.49 -2.24 1.00 -0.31 -0.74 0.25 -0.21 -0.19
疾病手当・親手当・
職業訓練支援金等 -2.45 -2.47 -2.82 -3.56 -1.52 -1.94 -2.33 -1.68 -0.97 -0.52
一般手当 -0.13 -1.02 0.45 1.12 -0.12 -0.52 -0.14 -0.12 0.00 -0.02
住宅手当 1.03 1.28 -1.04 -0.53 -0.06 -0.10 -0.09 -0.08 0.00 -0.02
生活保護 0.00 1.02 -0.30 0.07 0.06 0.05 0.00 0.00 -0.10 0.00
税 1.94 1.62 0.74 1.78 1.88 1.99 1.77 1.68 0.35 -1.09
その他の所得移転（−） 0.78 0.60 0.37 -0.20 0.23 -0.16 -0.09 -0.20 -0.17 -0.07
可処分所得の伸び（％） 1.81 2.21 2.75 4.42 6.04 6.80 7.36 8.31 9.57 15.22
2008年 第 1 第 2 第 3 第 4 第 5 第 6 第 7 第 8 第 9 第10
賃金・事業所得 3.43 1.83 -0.51 -2.72 0.17 -0.20 -5.02 0.42 -1.81 2.65
資本所得 -3.17 -0.67 -0.87 0.32 -0.55 -0.15 -1.13 -1.70 -2.26 -17.07
年金 -5.96 -3.83 2.60 4.49 0.72 0.93 1.52 -1.10 -1.18 -0.42
障害年金 0.38 1.67 -2.60 0.00 -0.55 -0.29 -0.61 -0.91 -0.64 -0.27
疾病手当・親手当・
職業訓練支援金等 -1.27 -0.58 -0.22 -1.01 -0.55 -1.57 -1.08 -0.38 -0.22 -0.18
一般手当 -2.41 -1.25 -0.58 -0.95 -0.28 0.00 -0.30 0.00 0.00 -0.03
住宅手当 -1.14 -0.08 -0.29 -0.13 0.11 0.00 -0.04 0.00 0.00 0.02
生活保護 0.63 0.67 0.22 -0.13 -0.11 -0.05 -0.09 0.04 0.00 0.00
税 0.63 0.58 1.08 0.32 1.66 1.67 2.17 2.80 3.84 4.75
その他の所得移転（−） -0.13 -0.25 0.07 0.06 -0.11 0.15 0.17 0.38 0.41 0.50
可処分所得の伸び（%） -9.14 -1.75 -1.01 0.25 0.66 0.54 0.22 -0.53 -1.81 -10.07
 
20 　http://www.statistikdatabasen.scb.se/pxweb/sv/ssd/START__HE__HE0103__HE0103A/InkStrukt38/?rxid=50eccd6c-
eff7-4e01-9092-64bd7cc990f4（2015.12.09アクセス）
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